
書式第 12号 (法第28条関係)

事業報告用

2021年度  事業報告書
栞キ■日二El旨乗1! 動法 人   ヒ■―マ ン イツ・ナウ

1 事業の成果
2021年 度は、引き続き、ビルマ(ミャンマー)、 タイ、カンボジア、中国をはじめとするアジア地
域の人権状況の調査・アドボカシー活動(人権活動駅・表現の自由の優害、ビジネスと人権、女性と子ど

もの人権等の分野)や、ミャンマーにおける軍事クーデタから民主主義政治への回復を求める支援を実施
した。コロナ渦であることから、現地での教育支援の実施は容易ではないものの準備を進めている。
ニューヨークの国連総会・安保理、ジュネープでの国連人権理事会に対するアドボカシーを続け、女性
の権利や紛争・武器と人権、:CC等、グローノυレ。キヤンペーンを引き続き行つた。

日本国内では、他団体とも連携し、被害実態に即した刑法の再改正を実現させるため法務省の刑事法

検討会や法制審審議会への働きかけを行つた。また、成人年齢引き下げを見据え、バV出演強要問題の解
決を求めるアドポカシーも継続した。その他、中国の香港やウイグル、ミャンマーでの軍事クーデター

による人権問題、ビジネスと人権に関する事実調査のフォローアップ、産業別での企業へのエングージ

メント、ESG投資への働きかけを行つた。このほか、言論・表現の自由、外国人の権利等の国内の人権
課題に取り組み、東日本大震災被災地の法律相談を引き続き行つた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業員の総員用 【23 960】 千円)

足駅に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
征手
」エ
■ヨ

人数

支盃

対象者
範囲

蛍盃
対象者
人数

事業員
(千
円 )

国際支援事
業

く人権侵害事実調査・公表プロジェク

ト>

引き続き、人権状況が懸念されるビルマ、カ

ンポジア、タイ、中国、香港尋、アジア地域

における人権状況に関する事実調査・情報収

集と報告書等の公表、政府機関 。国連等への

提言 。ロピー活動等を行つた。

近年、特に人権状況が悪化している中国に関

して、香港の民主化運動に対する弾圧に関す

る報告書を国連に提出すると共に、院内週会

や映画イベントを開始し、ウイグル人への大

規模な人権侵書についてオンラインイベント

を開催した。

また、ビルマでの2021年2弓の軍事クーデー

タを受けて、非曇力平和的な市民に対する深

刻な人権侵書を非難し民主主義政治の回復を

求める声明を他団体と共に公表し、在日ピル

マ人組織と共に政府に対して公開質問状を提

出し、その回答を目まえた院内集会を昨年度

に引き続き開催するなどした。

市民社会に対する継続的な人権優書が行われ

ているカンポジアについても、国週人権理事

通年

日ヨ民、ビル

マ、中国等

ニューヨー

ク・ジュネー

プ

50名

ビルマ、中

国、カンポ

ジア、タ

イ、等当該

市民一般

無数 1,727



会に野党及び市民社会に対する弾圧を批判す

る声明を提出した。

ビジネスと人権に関連する現地からの情報収

集とネットワーキング、調査を継続した。

国際支援事
業

く女性の人権プロジェクト>

被害実態に即した刑法の再改正を実現させる

ために、法務省の「性犯罪に関する刑事法検

討会」や「法制審議会」の動きに対するモニ

タリングやアドボカシー活動を行つた。他団

体とも連携を図りながら、要望書や提言書を

政府・政党に送つたほか、記者レクや記者会

見などを通じて刑法改正に対するメディアの

理解や関心を深める活動も強化した。また、

デジタル性暴力や性交同意などタイムリーな

題材をテーマに開催したオンライン・イベン

トも盛況に終わつた。

加えて、2022年の4月に成人年齢が引き下が

ることによって懸念されていたAV出演強要問

題に対する法整備を求め、数々のロビイング

活動を院内集会などを通して行つた。

さらに

が名古屋出入国在留管理局の収容施

設で命を落とした事件を機に、声明や記者会

見などを通して、外国人DV被害者への保護の
徹底と対策の改善を訴えた。

そしてNYでは、3月の国連女性の地位委員会

(CSW)のテーマに沿って、グローバルサプ
ライチェーンにおける女性のエンパワメント

に関するオンラインイベントを開催した。

通年
日本、ニュー

ヨーク
35名
日本、アジ

ア、中東等
の女性―

般。

無数
2,910

国際支援事
業

く子どもの人権プロジェクト>

米国教育改正法第 9編 (タイトル・ナイン)
を参考に日本の教育機関における男女平等の

推進・性差別禁止を求める政策捉冒とイベン

ト開催を行つた。また、ミヤンマー、イラク

など海外の子どもの権利侵書についてモニタ

リングを継続した。

通年 日本等 30名

日本、ミャ
ンマー、イ
ラク等の子
ども

無数 1,778

国際支援事
業

く海外人権教育プロジェクト>

過去はビルマ国内で、弁護士会等と連携し、

弁置士、学生などを対象とする人権教育を実

施したものの、昨年に引き続き本年も新型コ

ロナウイルスの影薔があり、口師の渡航が困

難であるが、日塊周辺の難民キヤンプ等での

実施の可能性を検討し、ネットワーク作りを

行つた。ただし、2021年が引日のクーデタを

機に、複数回院内集会や記者会見、12月 には

世界人権デーイベントにカチン族のグストス

ピーカーに報告して買うなどして現地の声を

通年

日ヨヽ、 ビル
マ、タイ、カ
ンポジア、中
国等

25名

ビルマ、タ

イ、カンポ

ジア、中国

等市民・法

律家・学生

直接的

には約

100人。

波及効

果とし

ては無

数。

2,701



社会に届けてきた。

人権の促進
保護のため
の調査 。研
究提言・普
及事業

く人権政策提言プロジェクト>

日本の人権状況について、国際基準・各種国

連勧告に従い改善されるよう政策提言・アド

ポカシー等を行い、外交・援助政策において

人権が主流化されるよう政策提言を続けた。

被災地での法律相談を継続すると共に、入管

法改正に向けた専門部会からの「提言」につ

いて国際人権基準の観点から恣意的拘禁など

の問題点を明らかにする声明を作成公ま し

た。

ビジネスに関連する人権問題については、弓|

き続き日本政府と企業、投資家等に対し、国

連ビジネスと人権に関する指導原則に即した

人権尊重・保腱を実施するよう働きかけ、ダ

イアローグを強化した。日本における国別行

動計画の策定を受け、指導原則の趣旨の実現

に向けて更なる取り組みを早急に力施するこ

とを求めるため、日本における人権デュー

ディリジェンスの法制化を目指した提言薔を

公表するための導備を進めた。「:LQ活動促

進議員連盟2022年度第1回勉強会」では、

デューディリジェンスヘの対応について各党

の衆参議員や関係省庁、:LO駐日事務所や経

団連の方々に向けた請演も行つた。その他、

提言書とその公表ウェビナーにて、市場の商

品の情報アクセシビリティを確保するために

公共調達要件に情報アクセシビリティを追加

するよう求めたり、中小企費における救済制

度の提案をするなど、活発な提冒活動を実施

した。事実調査の観点からは、中国漁船上で

のインドネシア人労働者に対する人権侵書の

問題を契機に実施した水産業関連会社へのア

ンケート結果をまとめて公表した。同時に関

連会社と政府にサプライヤーの把握・公開

や、国内法整備を求める提書を行い、記者会

見を開催した。ミヤンマーのYコンプレック

ス開発については、米国の制裁に抵触する恐

れがあるとして投資家と日本企業に対する共

同声明を発表している。啓発活動としては、

定期的なウェビナーを初め、1か月間集中型

の連続講座「ビジネスと人権アカデミー」を

初めて開催した。その他、ビジネスと人権市

民プラットフォームを通して、指導原則採択

からこれまでと、これまでの10年を振り返る

イベントを計画し、4Ю名を集客した。

通年 日本 30名
日本、アジ

ア諸国等の

市民

無数 10,438

人権の促進
保護のため
の調査 。研
究提言・普
及事業

く国連・国際人権基準の調査・アドポ

カシープロジェクト>

ジュネープの国連人権理事会の会合等に参加
して、アジア地域等の人権凛目に関する討麟

通年
東京、ニュー

ヨーク、ジュ
ネープ等

20名
日本の市民
一般

無数 2,590



。政策提日・ア ドポカ
は他団
人道的
|、 グ

ン
~ した。ニューヨークで
体と連携し、
軍縮の課題や
ローノυl′瓶 に対し、アドポカシー活動を推
進した。

人権の促進
保護のため
の調査・研
究提言・普
及事業

く国内情報提供プロジェクト>

アジア地域、日本、そして世界の人権侵書の

状況と当団体の政策提言についてウェプサイ

ト、メディア、ニュースレター等により情報

提供を行った。また、シンポジウム、 トーク
イベント、報告会等の開催、出版などを通じ

た啓発活動を行つた。オンラインイベントな

どの開催を通じ、様々なレベルで人権にかか

わる普及啓発を行い、国際人権基準の普及に

努めた。さらに、中高生向け人権教育の事業

やユースフェスティノUレの実施、世界子ども

の日映像スピーチコンテストの開催、オンラ

インサマースクールの開催、人権英会話教

室、中高生のための人権教育敦材の普及等を

通じ、次世代への人権普及啓発活動を強化し

た。

通年
凍味、ジュ
ネープ等

600
名
日本の市民
一般

無数
1,815

0羹
馬憲モt忌Rr禍

によリオフラインイベントの実施がほばなく、舗 ・グッズ艤 などそ如 事業は



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が生L場合)
特 壼非晰 l活動法 人ヒューマンライツ・ナ ウ

:円 )
科目 金  額 小計・合計

7,957,367

9,150,679

7,113,015

7,302,470

261

31,523,792

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計

(1)人件費
給与手当

退職金

法定福利費

福利厚生費

人件費計

11,338,990

74,266

1,393,930

36.527

12,843,713

【B】 経 常 費 用

1 事業費

(2)その他経費
期首貯蔵品棚卸高

期末貯蔵品棚卸高

業務委託費

公演・イベント費用

旅費交通費

通信費

賃借料

消耗品費

570,988

(518.578)

7,184,249

799,611

386.632

647,894

15,785

386,612

正会員会費

賛助会員会費

学生会員会費

法人会員会費

マンスリーサポーター会費

受取会費計

3,892,367

588,000

33,(XЮ

2,330,000

1,114.0(Ю

2

個人寄付

法人寄付

腑パリュープックス

ソフトパンク簡

いノースフィール ド

お宝エイ ド

世界こどもの日

受取寄附金振替高

受取寄附金計

2,262,027

268,066

72,880

1,670

69,768

22,135

700,0()()

5,754,133

【
‘
一

∝F助成金

女性の人権

連合愛のカンパ

震災ビルマ基金

受取助成金計

5,477,000

484,522

1,025,057

126,436

4

書籍売上

DVDフ1_L

英会話収入

その他収益

事業収益計

3,000

3,200

301,600

6,994,670

同

受取利息

その他収益計

261



租税公課

地代家賃

広告宣伝費

支払手数料

諸会費

新聞図書費

会議費

ソフトウェア償却

その他経費計

事業費計

経 常 費 用 計

指 定 正 味 財 産

3,689

572,220

166,131

629,266

73,950

653

3,930

192,780

11,115,812

23.959,525

1,493,552

1,096,378

(2)その他経費
業務委託費

公演・イベント費用

旅費交通費

通信費

賃借料

消耗品費

租税公課

地代家賃

広告宣伝費

支払手数料

議会費

新聞図書費

会議費

ソフトウェア償却

その他経費計

581,610

19,775

37,765

114,337

1,815

68,126

655

100,980

29,320

94,110

13,050

117

698

34,020

管理費計

1,301,408

13,110

174,980

4,054

2 管理費
(1)人件費
給与手当

退職金

法定福利費

福利厚生費

人件費計

2,589,930

26,549,455

4,974,337当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ・・・①

27,772経 常 外 収 益 計

9,562

18,210

【C】 経 常 外 収 益

為替差益

雑収入

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

27,772当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 ・・・②
5,002,109

70,0(】 0

18,897,46.0

23,829,569

税 弓l 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+②
法人税、住民税及び事業税 ・・・④
前期繰越正味財産額 ・・・⑤

③

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+

金  額 小計・合計科 目

前期繰越指定正味財産

小野基金

震災ビルマ基金

小計 6,772,534

5,754,133

1,018,401



当期指定正味財産増減額

小野基金

震災ビルマ基金

小計 (5.880,569)

(5,751, 133)

(126, 136)

次期繰越指定正味財産

震災ビルマ基金

小計

891,965

891,965

次 期 繰 越 正 味 財 産 891,9(,5



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
特中韮螢剰嬌島■ 人

「
ューマンライツ・ サウ

(単位 :円 )
科目 金  額 小計・ 合計

【A】 資 産 の 部

25,887.371

623,700

【A】 資 産 合 計 ①+② 26,511,071

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

1,633,725

166.012

1,789,537

【B-2】 正 味 財 産 の 部
前期繰越正味財産額

(一般正味財産)

(指定正味財産)

当期正味財産増減額

(一般正味財産)

(指定正味財産)

18,897,460

6,772,534

正 味 財 産 合 計

4,932,109

(5.880.5(,9)

25,669,994

24,721,534

藤珂
~負~使

及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【B-2】 26,511,071

2 固定資産
(1)有静固定資慶

(2)

ソフトウェア 623,7010

(3)投資その他の資産

現金

普通預金

貯蔵品

仮払金

前払費用

未収金

138,334

24,159,559

518,578

22,000

33,000

1,015,900

未払費用

未払法人税等

預り金

預り雇用保険

預り住民税

1,454,639

70,000

70,960

29,926

8,200

ロ

匿□□E□]

長期預り金 155,812



令和 3年度  計算書目の注

“ 」睦:日腱u田1嗜ムL=ョし壺」
`ュ
=L12

菫■な会,1方針

"●
●口の停咸は.峰 ‖吾口によつてヽヽます。

(1)●如奎この
「
●3中Дび澤●方法

●●贅嘔 (1,凛贔)の
"“
方法は.●別法によぅています。

(2)日 定贅産の

“

●●コの力渉

鶯形曰定■■ F口きを檬用 してお ,ます .

(3):11:ζ
温 ■■こ■方式によつてιヽます。

2. ,■別損益の状況

“ … … “

●の内釈
贅

“

0(“詢されたキ籠4●の内R(正■財壼の●減■●曖高のよ滉)は以下の■,‐.
当

"人

の正味財薔は2,743,0"円 ですが.そのうち●1.90,日は.下,のように使0が中定されています.
した01っ て使濾が

""さ
れていない工嗅財むは

".“
l.圏円です.

内を 口■●萬 当日増加● 当

“

減少■ 硼ホ,萬 ●■

イ■
"■■ビ′ム嗜全

合,I

ら75t133

1.Ol● 401

■7“ 11●

:a椰
"1."6●17ヽ 〔S4 ●3m.“0

4. □せ壼童の増凛内R

5. 1,入金のな減内瞑

ヽ 日

"■
,萬 当

"僣
入 当月二演 月末曖

“
合‖

●■■びその近■■との取引の内容
■員及びその近■■との取,1は以下の■,‐.

牟l日 子どもの人● 女性の人||
人●晨書
●彙口
=

毒外人檜

彙■

人●●●
■=

ロヨ・ロロ
人■●●●■

国内情●

■■
…

輌 ,I ●ヨ|,日 合
=|

332.100

0.160.679

25[

,lm.67,
7.113.O16

“

,ヽ

“

6 1.13●

“
7 1● 30鶴 011

"●
4∞ 15,[“ ●4 16.42ヽ 960 ,l.|".7ツ

[[6.《Ю

ヽ7●

1.,“

“

8

116660

27●2

●57.(Ю l

l16.060

2′02

13■06

1'4.976

13.103

1,α●

3.7,7

11ヽ

“

0

● 7●2

ll.338,10

1.3,3.911)

■ 5η

12.“0.3“

1.|“,910

●.口 :

●6.0" 212B.■ロ 口 6.090 1.493国ロ ■,12●2 l.4"曖ロ l.``Ю .“2 1■ lЮ7.25

あ,174
7● an

l,646

26田

23.454

76闊
l.210

46.O13

2.680

387,735

23.1,4

■ 劉

1.210

45,`13

07.320

1町 5`
02'40

軋700

102

22優Ю

130021

37,762

63120

“

l

i"0"
29.317

91.'3?

1■α0

4170103

"●
■32

H■ 331

63.120

100儡0

29317

10.『4

1ヽ ⑬

34」

"Ю

“

)1.(Ю 3

1,773

07.762

68120

“

l

100“0

20.317

:ヽ C0

S`.020

670螢B
■1■ 573

337.736

26.1,1

7● 25
1.210

19646

76622

ヽ
'`Ю

402

22.680

"■
9“

7.131.219

799611

椰 .632

“

■191

1■ 786

38● 612

■009

57220
16〔 1ヽ31

629鰤6
7ヽ饉●

■■0

192780

5'1.610

lα .:Ю 0

29.:20

34.020

6?0,988

7,706,〔

“

9

121.3,7

7622)1

4“.7■

`,,44

196.451

723 876

226.300

7000,5 1.207.519 ヽo96α8 1.0',p44 81a=● I ll.11■ 812

l.η■3`9 2.010:63 1.7`喘 田6 2701.(海0 1● ■町■0 25□,.g〕 1 l.81L051 ●.5955 23.:40.■6
―L『■■9

`乳
607 ―l.7●ヽ田5 -1コも.饉D

将 目 日
=[■
■□ 菫● 減少 月末Ⅲ■●崚 嗅●■:1●彙計● 鯨

“
"

l.104“Ю0 610.300 OS,∞
1.1■ 0"

"IS,700

饉形□t壼奎
ンフトウェア

合,1

■■||■■

■ 日
,|●●輌に,
■された

“

内 ●員との
政り|

内.■●■■
び文ie法人と
の贖ヨl

〈活動ll■■)

港●■,■,
(“ 対職 )

,1ウ対熙■ ,I

■||■
7 その他ヤ定非営利活●0人の■患.■●■び正嗅財このよ●菫びに■曖

"百
の■■のよ滉を明らかにするために必Iな事項

・ ●●■と管■■の使分方饉
亭■■と●■■の■分は.'■にいる●■を■●もって曖分しております.

. 受n会費
受取宇魔全

. 受取助咸奎●

●●取蒼
.そ
…
奎

●奮●菫計
| ●■■月
1)人体彙
綸11手 当

■■金

●定
=利
晏

`和
厚生■
人件彙訃
2)その■■,
日首
"口
呂口●自

"末
,■3●匈

“■3■【賽
公Ⅲ イベン ト

■■交通費

洒●■

,僣丼
洒籠3■
■晏公暉

地代拿■

広告宣伝■

女

“

手菫料

■会■

■ロロ,■
会日,
ソフトウェア債却

その他饉費針

饉鶯賣月計 ~珈
可雨¬¬コ町 =可

‐7呟覇FI=¬面:昴
「
I~可蒟両司

~τ

“

F,¬

~~薔
:τ面T範F雨両¬



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産目録
特定非●剌洒島法人ヒューマンライツ・ナウ

:円

科 日 金  ■ 小   計 合  針

固定

24,297,893

25,387,371

●2■ ■
"

現金預金

り1.金  (ドル)1.072卜・ル

現金 (パーツ)

現金 (ミ ャンマー)

三菱

『

J銀行①

三菱腑J銀行②

三菱岬J`髯テ③

三菱UFJ銀行①

三菱呵 銀行 (外貨)

ゆうちょ銀行

楽天銀行

P●ソ
"1Paypel(外貨)
郵便猥替

郵便娠替

三菱U町銀行

【A

623,700

518,578

寄付曹理システム

令和4年 2月分、3月分

(3)捜責その他の費壼

未収金

魔口貴産合針

(1)有静固定責

101,202

1,619

5,513

5.263,424

999,343

13,862

1.142.067

123

72,403

26.537

22.293

1

5,140,496

724,781

10,765,229

22,0(Ю

33,∞ゆ

890,500

125,400

(2)無
"固
定貴産

ソフトウェア

Seles“ rco支授者管理システム

責 産 の
1 1魔鋤責壼

貯蔵品

仮払金

仮払金 PYAE LYA

前払費用

いエニシフルコンサル

ロボットベイメント

日本年金機構

2 固定贅農

26,511,071【A 責

1,454,639

l,0",■5

155,012

155,812

費臓負

償

70,OnD

長期願り金

未払法人視等

未払費用

給与手当・交通費

社会保険科

支払家賃等

1.109,3“

285,(�ゆ

∞ ,305

70,960

29,926

8,2(X)

【B-1】 負 債 の 部
1■■負債

預り金

源泉所得税

預り層用保険

預り住民税

l.789,537B-1
A】 ― 【B-1】 24,721.534【B-2】 正 味 財 産 合 計



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

2021年 度年間役員名簿 ("●彙年度において投員であつたことがある全員の氏名及び住所又!出日■並びにこれらの者についての前事■年度における報酬の有無を記●した名

")
特定非営利活動法人 ヒューマンライツ 。ナウ

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役名
どちらかにo

(フリガナ)

氏名

前事業年度内の
就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

●● 〕|

_′ ・監事

シン′ヽ Rン

申患キ

2021年 4月

2022年  3月

1日

31日

年  月  日

年  月  日

2 | ■0 1
・監3

ゴ トウ ヒロコ

後藤 弘子

2021年

2022`=

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

3
′
´  ‐、

| ●● |

■_ノ .監事

ウエヤナギ
トシロウ

上柳 敏郎

2021年 4月 1日

31日2)22年 3月

年  月  日

年  月  日

4 | ●● |
監事

イトウカズコ

伊藤 和子

2021年 4月 1日

31日2022年 3月

m21年

m2年

4月 1日

01日3月

5 | □● |

監事

スギモトアキラ

杉本 朗

2021年

2022年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

6 ‖●● 1
___ノ .監●

イトウマコト

伊藤 真

2021年

2022年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

7 曖●  ||

監ロ

ドイカナエ

土丼 香苗

2021年

2022年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

8 || ●●
/・ 監事

クープステファ
ニールイーズ

C00P
STEPHANIE
LOUISE

"21年

"22年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

9
´́
~ ｀ヽ

| ●● | ヽ   ′
監事

アコ トモコ

阿古 智子

2021年  7月

2022年  3月

eЮ日

31日

年  月  日

年  月  日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

10 辟
|

ミウラマリ
| ●● |

三浦 まり

m21年

a2年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

11 laa
'.e‖
ユキタジュリ

雪田樹理
"21年

4月

20舞 3月

1日

31日

年  月  日

年  月  日

12 | ■● |師
|

ノマケイ

野間啓

20211年: 4月

2022年 3月

1日

31日

年  月  日

年  月  日

13

理事

|

イケダミツル

(1:Lノ
'

池田充

2021年

202年

7月 30日

31日3月

年  月  日

年  月  日

14

|

イシダマミ
| ●● |

監事 石田真美
"21年

4月

2022年  3月

1日

31日

年  月  日

年  月  日

15

:

監事I

コンノタカコ
紺野貴子

|ロ ●  | "21年
4月 1日

31日2)22年 3月

年  月  日

年  月  日

16 | ●●
l

監事l

フジモトコウジ
藤本晃嗣

|

2021年

202年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日

17

:

:~
:~

監りl

イクラオサム
新倉修

`| ■● I

2021年 7月 eЮ日

31日2022年 3月

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人___土
==ゴ
ヱ22イ坐生」ヒ2__

氏   名

1
新倉修

2
後藤 弘子

3
上柳 敏郎

4
野間 啓

5
伊藤 和子

6
伊藤 真

フ

土丼 香苗

8
紺野貴子

9
三浦 まり

10
藤本 晃嗣

11
石田真美

12


